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未来を担う人づくり

Ⅲ－１　社会で支える子育てのしくみづくり
　　　 13　子育てを地域で支えるしくみづくり
　　　 14　保育サービスの充実
　　　 15　児童虐待への総合的な対応

Ⅲ－２　次代を担う国際人材の育成
　　　 16　国際性豊かな人づくり

Ⅲ－３　青少年の「心の問題」の解決をめざす社会づくり
　　　 17　不登校・ひきこもり、いじめ・暴力行為などへの対応
　　　 18　少年の健全育成をめざす社会づくり

Ⅲ－４　一人ひとりの個性に応じた教育の充実
　　　 19　活力と魅力ある県立高校づくり
　　　 20　養護学校の整備による学習機会の確保
　　　 21　学校と地域社会との交流の活性化

政策課題分野 Ⅲ
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＜2004年度の取組みの概要＞
　神奈川県次世代育成支援対策推進協議会を設置し、次世代育成支
援対策推進法に基づく地域行動計画「かながわぐるみ・子ども家庭
応援プラン」を策定しました。
　また、身近な地域での子育て相談や子育てに関する情報提供シス
テムの構築や親子の交流の場を提供する、子育て支援センターなど
を設置・運営する市町村に対して支援しました。さらに幼稚園や保
育所が行う開放事業などや一時保育の場の提供を行っている市町村
に対して支援するとともに、ひとり親家庭に対する就労や子育てな
どの日常生活の支援に取り組みました。

＜目標達成の状況と課題＞
【目標】
子育て相談や親子同士の交流の場が身近にあり、気軽に利用できる環境整備

　2004年度の「次世代育成支援に関するアンケート調査」（県内の約８万の子育て家庭を対象に実施）によると、
「社会が『子どもを生み育てること』を十分に評価している」と受けとめていると思う人の割合は約15％にとど
まっており、子育ての大切さ・大変さに対する理解が深まっているとは言い難い状況にあります。
　乳幼児期は、人間形成の基礎となる時期であり、保護者の精神的な安定が特に重要となります。一方で、少子
化・都市化・核家族化が進む中で、子育てに不安感や負担感を抱く保護者が多くいると考えられています。
　このため、子育て中の保護者が気軽に子育てに関する相談や情報提供を受けられる場が身近にあること、親同
士の交流の場があることは、安定した気持ちで、よりよい子育てを行うことができるようになるだけでなく、親
自身も成長していく機会を得ることができます。
　このような点を踏まえ、幼稚園・保育所、公共的施設を活用した地域の子育て支援の拠点づくりや親子の交流
の場づくりが望まれています。さらに、このような活動を地域で支援する人材の育成などを図ることも必要です。

＜今後の対応方向＞
　そこで、子育て支援センターなど市町村における子育て支援拠点の設置・運営、幼稚園の地域開放事業や保育
所の地域育児センター事業など身近な地域の子育て支援拠点の設置・運営を支援するとともに、冠婚葬祭や保護
者の病気などの際の一時保育への支援を行い、在宅で子育てをしている保護者の育児の心理的肉体的負担の緩和
を図ります。
　また、次世代育成支援対策をかながわぐるみで推進していくために、協議会の運営を支援し、子育てへの理解
促進と子育て支援の充実・活性化を図っていきます。
　さらに特別な配慮が必要な子育て家庭において子どもを健やかに育てていくことができるよう、母子家庭など
のひとり親家庭の経済的自立のための就業支援などを進めます。

◆かながわぐるみ・子ども家庭応援プラン
　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/kodomokatei/keikaku.pdf

　子育てを地域で支えるしくみづくり　（保健福祉部）13

子育て支援センター
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＜事業の取組み状況＞
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＜2004年度の取組みの概要＞
　働いている人も安心して子育てができるよう、多様な主体による
保育所の整備を促進する市町村の取組みについて支援を行いまし
た。
　また、地域の保育ニーズに応え、一定基準を満たした認定保育施
設への支援を行いました。
　さらに、延長保育や休日保育など、多様な保育サービスや幼稚園
の預かり保育の実施への支援を行い、保育サービスの拡充を図りま
した。

＜目標達成の状況と課題＞
【目標】県所管域（政令指定都市及び中核市を除く）の保育所などの定員増の数（達成状況：Ａ）

　2004年度の県所管域の保育所などの定員数を455人増員し、累計で1,326人となったことから、目標に
対して107.8％の達成状況となっています。これらの定員増は、保育所の新設や増築はもとより、既存の保育
所の余裕スペースの有効活用による定員増など、様々な手法の活用によっています。このような取組みもあり、
2005年 4月 1日現在の県所管域の待機児童は514人となり、前年同期の605人を下回ったものの、依然
として厳しい状況にあります。
　子育て中の夫婦が共に働けるような環境の整備、子育てと仕事の両立の支援という観点から、社会福祉法人、
企業、ＮＰＯ法人など多様な主体による保育所の整備を支援するとともに、既存施設の有効活用による定員の拡
充を図っていくことが必要です。また、保護者の就労時間や就労形態が多様化している現状に対応するため、延
長保育、休日保育、幼稚園の預かり保育、放課後児童クラブなど多様な保育サービスの拡充が求められています。
　さらに、待機児童解消の観点からは、一定の水準を満たし地域の保育ニーズに応えている認定保育施設への支
援も必要です。

＜今後の対応方向＞
　そこで、引き続き、働いている人も安心して子育てができる社会の実現に向けて、多様な設置主体による保育
所の整備を支援していくとともに、多様な保育サービスの充実に努めていきます。
　さらに、地域の保育ニーズに応え、一定基準を満たした私設保育施設＊に対する支援も、引き続き進めます。

◆神奈川県の私設保育施設（認可外保育施設）について
　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/kodomokatei/sisetuhoiku/top.htm
◆よい保育施設の選び方　十か条　http://www1.mhlw.go.jp/topics/hoiku/tp1212-1_18.html

　保育サービスの充実　（保健福祉部）14

　県所管域の保育所入所待機児童解消のため、
2003年４月を基準として 2007年４月までに保
育所及び認定保育施設の2,500 人の定員増を図る
ことを目標値として設定しました。

※　 グラフは基準時（2003年４月）からの増加定員数を示してい
ます
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保育所の風景
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＜事業の取組み状況＞
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※１　２施設が合併し１施設となるため累計に合致しない
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＜2004年度の取組みの概要＞
　子どもの人権を守るため、各児童相談所において、学校や行政機
関、関係者などが連携して児童虐待の防止や早期発見のための総合
的な取組みを行うサポート・ネットワークを運営しました。
　また、被虐待児の健やかな育ちに向けた児童養護施設などにおけ
る専門的・個別的ケアの充実、虐待の再発防止や親子関係の再構築
のための支援を行いました。

＜目標達成の状況と課題＞
【目標】
児童の権利侵害となる児童虐待の防止

　神奈川県内に５つある児童相談所における、身体的虐待・ネグレクト＊・心理的虐待・性的虐待を受けた子ど
も達の虐待相談取扱い件数は、2000年度519件、2002年度862件、2004年度1,512件と、ここ数年
急増を続けています。その中でも、心理的虐待の相談は5倍近くに増えています。また、通告や相談を受けて、
一時保護所などに保護される子どもも増加傾向にあり、質的にも困難な事例が増加していると考えられます。
　このように増え続ける児童虐待に対応するためには、母子保健事業の充実や子育て支援対策の充実など保健や
医療、福祉などが一層の連携を進めるとともに、ＮＰＯ＊など民間団体とも協力しながら、子育て家庭に対し必
要な支援を行うことで、その発生を未然に防止することが重要です。
　また、虐待が起きてしまった場合には、早期に発見し、事態が深刻な段階になる前に対応していく必要がある
ことから、児童相談所は市町村や関係機関、より広い専門職種との連携などを強めることで対応力の強化を図っ
ていく必要があります。
　さらに、虐待を受けた子どもに対しては、安全で安心できる生活を保障することや、適切なケアや治療を提供
することによって、子どもの心身の健全な発達と自立を促していくことが重要です。また、親への適切な指導・
支援を通じた家族再統合や養育機能の再生・強化も必要になります。

＜今後の対応方向＞
　児童福祉法の改正に伴い、2005年４月１日から、市町村でも虐待などの児童相談を行います。これにより
児童相談所は深刻な虐待相談など困難な事例の対応に特化するなど県と市町村との役割分担が求められますが、
県としては、今後とも市町村などと連携して、これまで以上に虐待の未然防止・再発防止に取り組んでいきます。
　具体的には、未然防止、早期発見、被虐待児童への対処などについて、適切かつ迅速な対応を図る虐待防止ネッ
トワークを充実するとともに、児童相談所に心理担当職員を配置し、虐待を受けた児童に対する心理面でのケア
の充実を図ります。また、中里学園など、児童養護施設などの個室化・ユニット化を推進し、虐待を受けた児童
のニーズに沿った個別的なケアを実施します。

　児童虐待への総合的な対応　（保健福祉部）15

守っていきたい、子ども達の笑顔
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＜事業の取組み状況＞
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※１　課題別学習の促進… 重度の虐待を受けるなどにより小学校での集団生活が困難な児童に対して、園内での訪問教育などを行い、学校教

育への適応と個別指導による学習の促進を図ります。
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戦略
プロジェクト

＜2004年度の取組みの概要＞
　国際社会で必要な役割を果たすことができる人材を育成するた
め、三県省道＊学術フォーラム、高校生による三県省道スポーツ交流、
留学生の受入れなど県民参加による国際交流・協力活動に取り組み
ました。
　また、県立高校20校を国際・英語拠点校に指定するとともに、
公立小学校20校に英会話活動の研究を委託するなど、小・中・高
等学校を通じた国際性豊かな人材育成に取り組みました。

＜目標達成の状況と課題＞
【目標】 国際交流･協力事業の参加者数（単年度）（達成状況：Ａ）

【目標】
英語コミュニケーション能力の向上

　高校生のＴＯＥＩＣ＊、英検＊などの受験を奨励し、英語学習の意欲を高めるとともに、ネイティブスピーカー
の配置増など、英語教育の環境を充実することにより、英語コミュニケーション能力の向上を図ります。

　2004年度の国際交流・協力事業の参加者数は、2,938人となっており、年度目標に対して104.1％の達成状況となっ
ています。また、教育委員会で実施した県立高校生の英検やＴＯＥＩＣなどの受験者数調査によると、2003年４月から
2004年３月までの１年間に英検を受験した人数は、約13万人中5,040人、ＴＯＥＩＣは494人、ＴＯＥＦＬ＊は
136人となっていますが、いずれも今後一層の促進を図っていく必要があります。
　一方、平成16年度県民ニーズ調査において、「国際化が進む中で、外国の事情をもっと深く知りたい」と思う人の割合
が64.4％、「いろいろな国の人と積極的に話をしてみたい」と思う人の割合が55.9％と、様々な国・地域の文化や人へ
の関心が高いのに対し、「多少の負担をしても、身近な国際協力をしたい」と思う人の割合は38.1％にとどまっています。
　その理由としては、様々な分野におけるボーダレス化、グローバル化が急速に進み、国際的な相互依存関係がより一層
深まり、県民の外国に対する関心が高まっている一方で、環境、人権、感染症などの地球規模の諸課題を自らの問題とし
て受け止め、身近な生活の中から解決に向けて行動するという意識が、まだ十分に浸透していないことが考えられます。
このような状況を踏まえ、次代を担う青少年には、国内外にわたる広い視野と主体的に活動できる国際性を身に付けるた
めの環境整備が大切です。
　こうしたことから、様々な国際交流・協力活動への参加機会を増やすとともに、世界の人々とも適切な意思疎通が図れ
るよう、実践的なコミュニケーション能力を身に付けるための英語教育を充実していく必要があります。

＜今後の対応方向＞
　そこで、国際性豊かな人材を育成するため、青少年の交流を推進する三県省道スポーツ交流を引き続き行うとと
もに、アジア地域などで青少年などが国際協力活動やＮＧＯ＊活動に参加する青少年国際体験活動支援事業やスタ
ディツアーなどを実施し、国際交流・協力の各種取組みの充実・強化を図ります。あわせて、英語コミュニケーショ
ン能力を高めるために、県立高校へのネイティブスピーカーの配置の拡大や高校生を対象としたスピーチコンテス
トの開催などに取り組むとともに、中学校を対象に、英語教育の実践モデル校を指定し、実践的な英語コミュニケー
ション能力の向上に取り組みます。

◆神奈川県内地域国際化協会等リンク集　http://www.k-i-a.or.jp/ia-link/ia-link.html

　国際性豊かな人づくり　（県民部）16

　国際交流・協力事業を、県と民間などが連携して
行い、（財）神奈川県国際交流協会の事業参加者数の
過去の実績及び県実施事業の充実を踏まえ、2006
年度までに参加者数を約２割増加させることを目標
値として設定しました。
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＜事業の取組み状況＞
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＜2004年度の取組みの概要＞
　児童・生徒が安心して、楽しい学校生活を送ることができるよう、
教育支援センターを設置している市町村に専任教員を配置したほ
か、不登校の児童・生徒の自宅へ訪問相談を実施するなど、教育相
談体制の充実を図りました。
　また、いじめなどの発生に対応した地域での支援サポートチーム
などによる支援体制づくりを進めたほか、総合相談やＮＰＯなどへ
の支援機能を持つ拠点として、青少年サポートプラザを開設し、フ
リースクール *、フリースペースなどへの支援も行いました。

＜目標達成の状況と課題＞
【目標】 長期不登校児童･生徒に対する訪問相談や民間施設などによる支援率 

※2005年 12月把握予定

【目標】 いじめ・暴力行為発生件数（単年度） 
※2005年 12月把握予定

　2003年度に教育委員会が行った調査によると、不登校を理由として、年間150日以上欠席した児童・生徒に対する訪
問相談など学校外における支援率は57.8％で、前年度比20.7ポイント増加しているものの、対象となる児童・生徒の数
は2,781人と前年度に比べ5.3％の減少に止まり、引き続き大きな課題であると考えられます。
　また、2000年11月に（社）青少年健康センターが行った調査によると、ひきこもり＊の１年間の相談件数のうち、約
40％が小・中・高等学校での不登校の経験を持つという結果が示されており、ひきこもりを防止する観点からも不登校への
早期対応が重要であると考えられます。
　一方、2003年度の県内公立小・中・高等学校のいじめ発生件数は、2,099件（前年度比21.3％増）と３年ぶりに増加
に転じ、暴力行為発生件数についても、5,321件（前年度比18.6%増）といずれも依然として深刻な状況にあります。
　その背景には、物質的な豊かさの中での他人への思いやりや人間相互の連帯感の希薄化や、青少年を取り巻く環境の悪化
に加え、家庭の教育力の低下が指摘されるなど、様々な要因が複雑に絡みあっているものと考えられます。
　このため、不登校、いじめ・暴力行為の未然防止及び早期解決につながるよう、教育相談体制や不登校児童・生徒への支
援体制の一層の充実や、学校、家庭、地域との連携、ＮＰＯ＊などとの協働・連携による一体的な取組みも求められています。

＜今後の対応方向＞
　そこで、不登校・ひきこもりについては、教育相談体制のさらなる充実を図るため、スクールカウンセラーの配置拡大や、
ＮＰＯなどが行うフリースクール、フリースペースなどへの支援を行います。
　また、いじめ・暴力行為については、問題解決に向けた支援や保護者及び学校への援助などの活動を行うため、学校や
教育委員会、関係機関で構成するサポートチームを形成して取り組むなど、地域での支援システムづくりを推進します。

◆不登校対策について　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/ed-sien/futoko/futoko.htm
◆いじめ・暴力行為問題対策について　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/ed-sien/ijime/index.htm

　不登校・ひきこもり、いじめ・暴力行為などへの対応　（教育委員会）17

　2002年度の不登校児童・生徒数を基準に、長期不
登校（150日以上欠席）の児童・生徒に対する訪問相
談や民間施設などの学校外における支援の割合を算出
したものです。支援率が毎年度増加していき、2006
年度までに100％となることを目標値として設定しま
した。なお、欠席日数150日未満の児童・生徒につい
ては、スクールカウンセラーなどにより対応します。

　2002年度において、いじめ・暴力行為の発生し
ている学校については、 2006年度までに毎年１校
につき１件の減、発生していない学校は現状を維持
するものとして目標値を設定しました。
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「暴力行為等防止キャンペーン」の一環として 
開催された「児童・生徒が語り合う集い」
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＜事業の取組み状況＞
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※１　スクールカウンセラーの配置… 年度別目標の数値は、政令指定都市を除きます。
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＜2004年度の取組みの概要＞
　少年が健全に育つ環境を醸成するため、少年への親身な指導、助
言や相談活動を強化するとともに、新たな取組みとして、非行少年
や被害少年の立ち直りを支援するため少年サポートチーム制度を導
入しました。また、ピンクビラなど少年に悪影響を及ぼす環境の浄
化活動や家庭、地域、学校、ＮＰＯ＊などと市町村、警察との協働・
連携による取組みを県内各地で行いました。

＜目標達成の状況と課題＞
【目標】
少年の規範意識の向上と立ち直りに資する活動を強化し、少年の健全な育成を図ります。

　「少年非行の概要」（警察本部）によると、2004年の少年の刑法犯検挙人員は、9,292人で前年比約1.5％
減少しました。刑法犯検挙人員に占める少年の割合は、約32.2％で前年比約3.3 ポイント減少し、街頭犯罪検
挙人員に占める割合も約61.1％で前年比約3.6 ポイント減少しています。しかし、強盗や窃盗で検挙された少
年は増加しており、強盗では、ひったくりの被害者などの追跡から逃れるために暴力をふるう「事後強盗」が倍
増しています。また、窃盗では、万引きで検挙された少年が、前年比約24.2％と著しく増加し、その多くが初
犯であることから、規範意識の低下のほか、安易に金を手に入れようという傾向が高まっているものと考えられ
ます。
　一方、金銭や品物を渡して児童と性的な行為をする児童買春や覚せい剤などの薬物の少年への密売など、少年
の健全育成を阻害する犯罪の被害少年数は592人（前年比８人減少）という高水準で推移しており、少年を取
り巻く環境は依然として厳しい状況にあります。
　平成16年度県民ニーズ調査においても、「青少年の非行が目立ってきた」と考える人の割合が78.6%となっ
ている一方、「たばこを吸っている少年・少女を見かけたら注意ができる」と答えた人の割合は19.3％で、少
年を健全に育成するための社会環境は、まだまだ未成熟にあることがうかがえます。
　また、少年相談・保護センターが2004年中に受理した、少年の非行やいじめ、犯罪の被害などで悩んでい
る家族や少年自身からの相談件数は4,756件で、2000年と比較して約25.0％増加しています。
　この背景には、テレビゲームやパソコン、携帯電話などが普及し、ものを介したコミュニケーションが一般的
になったことなどで家族、地域、学校、友人との連帯感が希薄化し、道徳観や規範意識の低下につながっている
ことがあると思われます。また、露骨な性描写や暴力的行為を盛り込んだ雑誌、ビデオの氾濫に加え、インター
ネットなど新たなメディアからの有害情報など、少年を取り巻く環境の悪化なども関係していると考えられます。
　このため、行政と地域が一体となって、少年の規範意識の向上に努め、少年に悪影響を及ぼす社会環境の浄化
に向けた総合的な取組みが求められています。

＜今後の対応方向＞
　そこで、少年警察ボランティア、関係機関・団体などと協働・連携し、少年に悪影響を及ぼす社会環境浄化活
動を一層推進するとともに、補導活動を通じた少年への声かけ運動（少年とのふれあいメッセージ・ハートフル
運動＊）や相談活動、非行防止教室の開催など、少年の規範意識向上に資する活動を積極的に進め、少年を温か
く見守り育成していく社会環境づくりを推進します。
　特に、少年の深夜外出を抑止するため、深夜における少年への声かけ、街頭補導を強化するほか、神奈川県青
少年保護育成条例の改正による青少年の深夜外出の抑止、有害情報の規制、青少年を性的被害から守るための規
制などを行います。

◆ＳＴＯＰ！　ＴＨＥ少年非行　http://www.police.pref.kanagawa.jp/mes/mesd1007.htm
◆出会い系サイトに注意！　http://www.police.pref.kanagawa.jp/mes/mesd0043.htm
◆少年補導員ホームページ　http://www.police.pref.kanagawa.jp/mes/mesd1b000.htm

　少年の健全育成をめざす社会づくり　（警察本部）18

 少年補導員による街頭補導
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＜事業の取組み状況＞

注… 構成事業１の年度別目標は暦年です。
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＜2004年度の取組みの概要＞
　一人ひとりの個性を伸ばす活力と魅力ある県立高校づくりをめざ
して、県立高校改革推進計画に基づく多様で柔軟な高校教育を展開
するため、単位制普通科高校３校、フレキシブルスクール *１校、
総合学科高校５校の計９校を新たに設置しました。また、すべての
高校で特色づくりを推進するため、各高校が取り組む特色ある教育
活動へ支援を行いました。
　さらに、柔軟な学びのシステムを実践する高校を35校指定し、
選択科目の充実や大学との連携などによる多様な学習機会の提供な
どを行いました。

＜目標達成の状況と課題＞
【目標】 高校生活への満足度（達成状況：Ａ）※2004年度は速報値

　2004年度卒業予定の県立高校の生徒及びその保護者に対して実施した「魅力と特色ある高校づくりアンケート」
（教育委員会）では、「高校生活に満足している」と思う生徒の割合は84.7％、保護者の割合は87.7％（2003年
度88.5％）と高い満足度を示しています。
　一方、満足していないと思う生徒の割合は15.3％で、その主な理由は「興味や関心に応じた科目を学ぶことがで
きなかった」や「学校行事や生徒会活動で充実した活動を行うことができなかった」となっており、生徒の学習ニー
ズが多様になっていることや学校行事などの充実を期待していることがうかがえます。
　この背景には、国際化・情報化の進展など社会の急速な変化とともに、生徒の興味・関心、学習希望・進路希望、
特別活動への期待などが一層多様なものになっているものと考えられます。
　また、県内の公立中学校卒業者数は、1988年３月の122,167人をピークに減少し、最も少なくなると見込ま
れる2006年３月には63,500人程度と推計されており、それ以降は70,000人程度とピーク時の約57％程度
で推移する見込みです。
　こうした現状に対応するため、県立高校の多様化や特色づくり、柔軟な体制づくりを進めるとともに、高校として
の良好な教育条件を維持するため、適正な学校規模を確保し、県立高校の適正な配置を一層行う必要があります。

＜今後の対応方向＞
　そこで、2005年３月に策定した県立高校改革推進計画後期実施計画に基づき、普通科高校の特色づくり、専門高
校の魅力づくりを進めるとともに、教職員の資質の向上や特色を生かした高校の適正配置、新しいタイプの高校の設
置拡大や個が生きる入学者選抜制度の定着、民間活力や地域社会の連携による学校教育活動の展開などに取り組みま
す。

◆県立高校改革について　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/ed-seisaku/syorai/menu.htm
◆新しい高校の紹介　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/kokokyoiku/kenritu/sinko/index.htm

　活力と魅力ある県立高校づくり　（教育委員会）19

　2003年度から実施している県立高校の生徒及び
保護者に対する評価アンケートの「高校生活への満
足度」（個性を生かし、創造力を伸ばす学校教育がな
されていると思う人の割合）が毎年度増加すること
を目標としました。
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※ 1　新しいタイプの高校の設置… 2005 年度までに設置する新しいタイプの高校は、県立高校改革推進計画の前期計画に基づくものです。
※ 2　普通教室でＩＴを活用した授業が可能な学校… 2004 年度は、県立学校などを結ぶネットワークなどを整備するとともに、各校に９台

×１組を整備、2005 年度以降順次台数を拡大します。
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＜2004年度の取組みの概要＞
　養護学校に通う児童・生徒が安全で快適に通学し、学習すること
ができるよう、新たに津久井地域に養護学校を新設しました。
　また、就学する児童・生徒の急増に対応するため、鶴見養護学校
の増築を行ったほか、県立高校など既存の施設を活用して３か所に
分教室を設置しました。

＜目標達成の状況と課題＞
【目標】
 　養護学校の設置により通学に長時間を要する地域を解消するとともに、増加する児童・生徒の学習の場を
確保します。

　1996年度に教育委員会が行った養護学校児童・生徒数の規模推計では、「児童・生徒数全体の減少に伴って、
養護学校の児童・生徒数も減少を続けるのではないか」と予想されましたが、実際には増加に転じ、1999年
度以降は急増の状況にあります。
　平成16年度神奈川県学校基本調査結果報告（企画部）によると、養護学校に通う児童・生徒数は2004年
５月現在で5,002人、10年前と比較しても24％増加しており、在籍する児童・生徒数が標準規模※1 を超え
ている学校群が県下全域にまたがっている状況です。
　このような現状に対して、各学校では特別教室を普通教室に転用するなどして対応していますが、生活自立に
向けた諸活動や、就労に向けた実習を行うための、本
来の養護学校教育に必要な空間が充分確保されている
とは言えない状態です。
　とりわけ、2004年５月現在の養護学校の在籍者数
を５年前（1999 年５月現在）と比較すると、980
人増と増加状況が顕著になっており、現状のままでは、
快適な学習環境を保つことが一層困難な状況になると
予想されます。
　また、川崎北部や県西部の一部には、養護学校に長
時間かけて通学しなければならない地域があり、児童・
生徒や保護者の負担になっている状況にあります。
　このため、急増する児童・生徒の学習機会の確保や
養護学校の通学負担の解消が必要です。

＜今後の対応方向＞
　そこで、児童・生徒が急増し、教室が不足している地域については、既存の養護学校の校舎増築や、県立学校
などの余裕教室を活用した分教室の設置などを行い、引き続き学習機会の確保に努めていきます。
　さらに、児童・生徒や保護者の通学負担を解消し、安全で快適に通学できるよう、養護学校の整備を進めます。
あわせて、就労支援などにかかる人的な環境づくりを進めていきます。

◆県内の盲・ろう・養護学校一覧
　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/kyoikusomu/2gamen/syougaijihp.htm
◆新たな養護学校再編整備検討協議会
　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/syogaijikyoiku/annai/aratana.htm
◆神奈川の障害児教育資料
　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/syogaijikyoiku/databox/databox.htm

　養護学校の整備による学習機会の確保　（教育委員会）20

過去10年間の養護学校児童・生徒数の推移
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※１　標準規模… 平成５年３月の再編整備検討委員会報告で示されたもので、在籍する児童・生徒数を知的障害又は肢体不自由の「単独校」
で 120 人、知・肢併置の「複合校」では 150 人を標準規模としています。

県立津久井養護学校



87

戦略
プロジェクト

＜事業の取組み状況＞
�������

�����������

� � �� �� � � � � � �������������������

���� ���� ���� ����� �

� �� ������������������������ � � � �
��� ������������������� ��� ��� ���

����������������
�� ��� � �

�������������������� ��� ���
����� ������������������
��� ������������

����������������
����������������

�����������������
�����������������
������������������ ��� ����� �����
�����������������
����������������

� ���������������

� � �� �� � � � � � �������������������

���� ���� ���� ����� �

� �� � � � ������������������������ �
��� � � � ������������������� � � � � � �

����������������
�����

�� � � � �������������������
� � �� ����������������� � � � �

����� ��������������
���

����������������
���������������

� ��� ����� ����� ����������������
����������������
�����������

� �� ����������������������� � � � �
��� ������������������� ��� ��� ���

����������������
����������������

�� ���������� � �
�������������������� ��� ���

����� ����������������
��� ��

����������������
���������������

� ���������������
� ��� ��������������������� �����

����������������
������������

戦略プロジェクト20



88

＜2004年度の取組みの概要＞
　社会奉仕やボランティア活動などの体験活動が活発に行われるよう、
自らの活動を記録・証明するボランティア・パスポート＊を作成し、全
ての県立高校生に配布したほか、職業観・勤労観を育むインターンシッ
プ（就業体験活動）を推進するための協議会を設置しました。
　また、学校と地域社会との交流を進めるため、学校支援ボランティア
バンクを設置したほか、県立学校を活用した公開講座の実施や学習施設
の開放を推進しました。

＜目標達成の状況と課題＞
【目標】 高校生の社会奉仕・ボランティア活動などへの参加者割合（達成状況：Ａ）※2004年度は速報値

　教育委員会の調査によると、2003年度に最低１回でも社会奉仕・ボランティア活動をした県立高校の生徒数は、全日制、
定時制あわせて全体の32.1％に留まっていますが、この要因としては、部活動や学校外の活動などで社会奉仕・ボランティア活
動を行う時間的余裕のない生徒や、ボランティア活動をするきっかけがつかめない生徒がいることが考えられます。
　近年の少子化や都市化の進展などに伴い、家庭や地域社会の教育力は低下していると言われており、子どもたちの精神的な自立
も遅れ、社会性の不足なども指摘されている中、子どもが社会の構成員として豊かな人間性や社会性などを培うためには、発達段
階などに応じた、様々な社会奉仕やボランティア活動などを体験することが有効であると思われます。
　また、学ぶことや働くことへの意欲や態度、望ましい職業観・勤労観を形成するため、生徒が自らの学習や将来の進路などに関
連した就業体験や、多様な経験、知識を有する地域住民、ＮＰＯ＊などの協力を得た教育活動も重要であると考えます。
　このようなことから、社会奉仕・ボランティア活動やインターンシップなどを体験するための環境づくりを一層進める必要があ
ります。
　一方、学校は、地域住民の学習・スポーツ・文化など様々な活動の場としても有効ですが、平成16年度県民ニーズ調査によると、「学
校と地域社会の交流が盛んなこと」が重要だと思う人の割合が56.9％と答えているのに対し、満たされていないと思っている人
の割合は65.1％となっており、交流が重要と感じながらも、身近に交流が行われていないと感じている人が多いことが分かります。
　このことから、教育活動に支障のない限り、学校が有する教育機能や施設を地域に開放し、学校と地域社会との交流の場を充実
するための検討を進めることが必要です。

＜今後の対応方向＞
　そこで、全ての県立高校生が卒業までに社会奉仕・ボランティア活動を体験できる環境づくりを進めるため、引き続きボラ
ンティア・パスポートを作成・配布するほか、ボランティア活動強化月間を設定するとともに、学校行事において、県立高校
の全ての生徒が地域貢献活動を体験することにより、ボランティア活動への理解を深める取組みを推進します。
　また、望ましい職業観・勤労観を育むため、インターンシップの啓発活動などを推進します。
　さらに、2004年度に設置したボランティアバンクを積極的に活用し、多様な経歴を有する社会人の学校受け入れを推進す
るほか、県立学校において多様な公開講座の開催、様々な施設開放を行い、学校と地域社会とのさらなる交流を進めます。

◆かながわ高校生チャレンジボランティア
　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/kokokyoiku/volunt/volunteer.htm
◆かながわ体験活動ボランティア活動支援センター
　http://www.planet.pref.kanagawa.jp/sien/taiboracenter.htm
◆県立学校の公開講座　http://www.planet.pref.kanagawa.jp/city/gakkoutiiki.htm
◆県立学校施設の開放　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/syogaigakusyu/juho/kaihou.htm

　学校と地域社会との交流の活性化　（教育委員会）21

　2003年度から県立高校に対するアンケートを実
施し、在学中に最低１回は社会奉仕・ボランティア
活動などを体験する県立高校の生徒の割合を2006
年度までに100％とすることを目標値として設定し
ました。
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